
 

消 防 救 第 9 7 号 

令和３年３月 26 日 

 

各都道府県消防防災主管部（局）長 殿 

 

消防庁救急企画室長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化に 

ついて（通知） 

 

救急業務におけるメディカルコントロール体制については、「救急業務の高度

化の推進について」（平成 13 年７月４日付け消防救第 204 号消防庁救急救助課

長通知）（以下「平成 13 年消防庁通知」という。）により、救急救命士に対する

指示及び救急救命士を含む救急隊員に対する指導・助言（以下「オンラインメデ

ィカルコントロール」という。）、救急活動の事後検証（以下「事後検証」という。）、

救急救命士の資格を有する救急隊員への再教育（以下「再教育」という。）等の

救急業務におけるメディカルコントロール体制の構築を積極的に進めるよう示

し、また、「メディカルコントロール体制の充実強化について」（平成 15 年３月

26 日付け消防救第 73 号・医政指発第 0326002 号消防庁救急救助課長・厚生労働

省医政局指導課長通知）（以下「平成 15 年消防庁・厚生労働省通知」という。）

により、都道府県メディカルコントロール協議会と地域メディカルコントロー

ル協議会の適切な運用を図るよう示すなど、かねてからその整備・充実に向けた

取組をお願いしてきたところです。 

これらを受けて、救急業務におけるメディカルコントロール体制の構築は、全

国各地で着実に進められてきましたが、平成 13 年消防庁通知の発出から約 20

年を経過した現在、救急業務におけるメディカルコントロール体制の役割は、当

該体制の基本であり土台である「救急救命士等の観察・処置を医学的観点から保

障する役割」から、平成 21 年の消防法（昭和 23 年法律第 186 号）（以下「消防

法」という。）改正を経て、「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準（以下

「実施基準」という。）の策定を通じて地域の救急搬送・救急医療リソースの適

切な運用を図る役割」へと拡大し、さらに「地域包括ケアにおける医療・介護の

連携において、消防救急・救急医療として協働する役割」も視野に入れるなど、

各地域の実情に即した多様な役割へと発展してきています。 

 こうした中、このたび、「令和２年度救急業務のあり方に関する検討会」にお

いて、救急業務におけるメディカルコントロール体制の役割に係る実態調査を

踏まえ、オンラインメディカルコントロール、事後検証及び再教育に関する現状

の課題と解決策並びにメディカルコントロール体制に係るPDCAの取組等の検討



 

が行われ、「令和２年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」（令和３年３月）

（以下「報告書」という。）として取りまとめられました。 

つきましては、貴職におかれては、当該報告書の内容を参考にしながら、特に

下記事項に留意して、救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる

充実強化を図っていただくとともに、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理

する一部事務組合等を含む。）に、この旨周知されるようお願いいたします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づ

く助言として発出するものであるとともに、本通知の内容については、厚生労働

省と協議済みであることを申し添えます。 

 

記  

 
１ 救急業務におけるメディカルコントロール体制の充実強化 

  救急業務におけるメディカルコントロール体制の構築については、平成 13

年消防庁通知及び平成 15 年消防庁・厚生労働省通知等を基本として体制整備

が図られているところであるが、さらに以下の事項にも留意し、消防機関、医

療関係者、都道府県の消防防災主管部局及び衛生主管部局等が緊密に連携し

て、地域メディカルコントロール協議会及び都道府県メディカルコントロー

ル協議会の適切な役割分担のもと、体制の一層の充実強化に努めること。 

（１）オンラインメディカルコントロール体制の充実 

オンラインメディカルコントロール体制の充実は、傷病者に対する的確な

処置や搬送先医療機関の選定のために非常に重要であるが、常時性、迅速性

及び適切性の観点で、一部の地域においては体制が未だ十分でないことから、

以下のアからウに留意し、充実した体制の構築に努めること。 

ア 常時性及び迅速性の確保 

  常時性とは、救急隊からの指示、指導・助言の要請（以下「指示要請」

という。）の需要が季節や曜日、時間帯によって変化すること等を踏ま

え、地域において複数の指示要請先が確保されており、これにより、指

示要請時に最終的に指示、指導・助言を行う医師（以下「指示医師」と

いう。）に必ずつながることと考えられる。 

  また、迅速性とは、常時性が確保された上で、指示要請時に最初から

指示医師が応答することや、最初に他職種が応答したとしても直ちに指

示医師につなぐこと等により、可能な限り速やかに指示医師につながる

ことと考えられる。 

  常時性及び迅速性を満たす体制を構築するためには、地域における指

示要請の需要の変化を踏まえ、需要を満たす複数の指示要請先を確保し、

指示要請を行う優先順位を明確化した上で、指示医師にできるだけ直接

つながる体制の確保や、不測の事態等に備えた指示要請先の体制整備を



 

行う必要がある。 

  なお、指示要請先は、可能であれば、指示医師が常駐している指令セ

ンターや、搬送先に関わらず予め指示要請を受けるものとして設定され

た特定の医療機関とすることが望ましい。 

イ 適切性の確保 

  適切性とは、個々の救急隊と指示医師の間の相互の信頼関係のもとに、

指示医師が救急救命士法（平成３年法律第 35 号）等の関係法令や、各地

域の救急業務に関するプロトコル（以下「プロトコル」という。）を理解

し、状況に応じた的確な指示、指導・助言を行うことができることと考

えられる。 

  適切性を満たす体制を構築するためには、地域メディカルコントロー

ル協議会の圏域を越えて搬送する場合に、指示医師がプロトコルを理解

していないといった事態が発生しないよう、プロトコルをできるだけ都

道府県単位で統一しつつ、地域の状況に合わせて必要な調整を行い、関

係者間で情報共有を図るといった取組を行うべきである。さらに、指示

医師を中心とした関係者に対して、関係法令やプロトコル等についての

教育の機会を設けることにより、指示医師の経験や能力の偏りの是正に

努め、また、その機会等を通じて、オンラインメディカルコントロール

に関わる医師の把握や、救急隊と指示医師の相互の信頼関係の構築を図

ることが望ましい。 

ウ メディカルコントロール協議会の役割 

 ア）地域メディカルコントロール協議会 

常時性、迅速性及び適切性を満たすオンラインメディカルコントロ

ール体制の構築のため、複数の指示要請先の確保及び優先順位の明確

化、指示医師にできるだけ直接つながる体制の確保、地域の状況に合

わせたプロトコルの調整、指示医師等の関係者に対する教育機会の設

定等について、中心的な役割を担うこと。 

なお、同一の都道府県内の二次医療圏と比較して規模が小さく、圏

域内に救命救急センターがないような地域メディカルコントロール

協議会において、既存の協議会の枠組みでこれらの役割を担うことが

難しいと考えられる場合は、例えば地域メディカルコントロール協議

会どうしの連携を深めること等によって、より広域な単位で体制を構

築することも考えられる。 

 イ）都道府県メディカルコントロール協議会 

オンラインメディカルコントロール体制の構築に係る地域メディ

カルコントロール協議会の取組を確認し、活動の質を高められるよう、

積極的な支援を行うこと。 

特に、都道府県単位のプロトコルの統一や、地域メディカルコント



 

ロール協議会どうしの連携による広域的な体制の構築等、複数の地域

にまたがって調整が必要となる取組については、中心的な役割を担う

こと。 

 

（２）事後検証結果の活用 

事後検証については、個々の事例の検証を通じて救急救命士を含めた救

急隊員の行う観察・処置等の質の保障を図ることを基本としつつ、さらに

実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況を分析すること等を

通じて、地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用を図る観点でも

非常に重要である。こうした取組については、救急業務におけるメディカ

ルコントロール体制の役割の拡大を踏まえながら、これまでも累次の通知

等で示してきたところであり、多くの地域において、個々の事例の事後検

証結果を、当該事案に関わった救急隊員や消防本部内にフィードバックす

るなど、事後検証結果を活用して救急業務の高度化を図る取組が行われて

きた。しかしながら、実施基準の見直し等、事後検証結果を活用して救急

業務に関するルールを整備する取組については、未だ十分に実施できてい

ない地域も存在することから、以下のアからウに留意し、今後の更なる活

用に努めること。 

ア プロトコルやマニュアル等の見直し 

  これまで平成 15 年消防庁・厚生労働省通知等で示しているとおり、

事後検証結果を踏まえ、救急隊員や消防本部内へのフィードバックを行

うことはもとより、必要に応じてプロトコルやマニュアル等の見直しを

図ること。 

イ 実施基準の見直し 

  これまで「救急搬送における消防機関と医療機関の連携強化について」

（平成 25 年３月 29 日付け消防救第 31 号・医政指発 0329 第３号消防庁

救急企画室長・厚生労働省医政局指導課長通知）等で示しているとおり、

実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況を検証・評価し、

その結果をもとに、実施基準の見直しや運用上の改善を図ること。 

ウ メディカルコントロール協議会の役割 

 ア）地域メディカルコントロール協議会 

個々の事例の事後検証及び実施基準に基づく傷病者の搬送及び受

入れの実施状況の分析等を行うこと。 

個々の事例の事後検証については、定期的に各消防本部から検証結

果の報告を受け、医学的観点からの検証を行うとともに、検証結果を

踏まえてプロトコルやマニュアル等の見直しについて検討を行うこ

と。 

実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況については、



 

消防機関及び医療機関の双方が有する情報をあわせて総合的に調査・

分析を行い、把握された課題を定期的に都道府県メディカルコントロ

ール協議会へ報告すること。 

 イ）都道府県メディカルコントロール協議会 

地域メディカルコントロール協議会から報告された実施基準に基

づく傷病者の搬送及び受入れに係る課題について十分な検討を重ね、

消防法第 35 条の８の定める協議会と一体となって、医療計画と調和

を保ちながら、実施基準の見直しや運用上の改善を図ること。 

 

２ 救急業務におけるメディカルコントロール体制の評価指標を用いたPDCAの

取組 

救急業務におけるメディカルコントロール体制において、地域の病院前救

護の質を保障するためには、消防機関、医療関係者、都道府県の消防防災主

管部局及び衛生主管部局等が緊密に連携して、PDCAを通じた継続的な体制の

構築・改善を図ることが望ましい。そのためには、救急業務におけるメディ

カルコントロール体制が地域において適切な役割を果たしているか、客観的

な評価指標を用いて定期的にチェックを行う必要がある。 

今般、報告書において、別添のとおり評価指標の例が示されたため、各地

域においては当該指標を参考に、以下の（１）及び（２）に留意し、評価指

標を用いたPDCAの取組に努められたい。 

なお、別添の評価指標は例示であり、今後、各地域の活用状況に係る検証

等を通じて更なる検討が求められるものであることから、どのような評価指

標を設定・測定するかについては、各地域の実情に即した幅広い取組を妨げ

るものではないことを申し添える。 

（１）評価指標を用いた地域ごとの状況把握及び体制の構築・改善 

各地域の救急業務におけるメディカルコントロール体制の充実のため、例

示した評価指標等を用いて各地域が地域の状況を定量的に把握し、結果を踏

まえて PDCA を通じた体制の構築・改善に努めること。取組に当たっては、

いずれは指標の目標値を定め、それに対する達成度評価を行うこと等も考え

られるが、そうした取組を行うためには、今後、更なる知見の蓄積が必要で

あることから、まずは指標の測定結果を用いて自地域の経年比較を行うこと

が考えられる。 

（２）評価指標の活用に係るメディカルコントロール協議会の役割 

ア 地域メディカルコントロール協議会 

  例示した評価指標を参考として、地域における評価指標を設定し、測

定結果を踏まえて地域の救急業務におけるメディカルコントロール体

制の構築・改善に努めること。 



 

  また、指標の測定結果及び結果を踏まえた取組等について、定期的に

都道府県メディカルコントロール協議会に報告するよう努めること。 

イ 都道府県メディカルコントロール協議会 

  指標の測定結果及び結果を踏まえた取組等について、地域メディカル

コントロール協議会から報告を受け、都道府県内の結果を取りまとめ、

各地域の状況の客観的な把握に努めるとともに、都道府県内の関係者間

で情報共有を図り、地域メディカルコントロール協議会による体制の構

築・改善の取組を積極的に支援すること。 

 

３ その他 

（１）救急救命士の再教育における日常的な教育体制のあり方 

   救急救命士の再教育については、「救急救命士の資格を有する救急隊員

の再教育について」（平成20年12月26日付け消防救第262号消防庁救急企

画室長通知、平成26年３月20日、平成28年３月31日一部改正）等により、

日常的な教育体制による教育と病院実習の双方を通じて行うことを示して

きたところであるが、一部の地域においては日常的な教育体制の構築が未

だ十分でない等の課題があることから、日常的な教育体制のあり方につい

て検討を行い、報告書のとおり、実践経験を通じた教育方法に関する一定

の整理を行った。 

今後、こうした教育方法等を通じて、各地域の救急業務におけるメディ

カルコントロール体制のもとで、救急救命士等に対する教育が適切に実施

されるよう、消防庁として引き続き必要な検討を行っていく。 

 

（２）救急安心センター事業（♯7119）の全国展開に向けた取組 

   救急安心センター事業（♯7119）の全国展開については、「令和２年度

救急業務のあり方に関する検討会」のもとに設置した検討部会において検

討を行い、検討部会でとりまとめられた報告書を踏まえ、管内に当該事業

の未実施地域を有する都道府県等において今後取り組んでいただきたいこ

とをまとめ、今般、「救急安心センター事業（♯7119）の全国展開に向け

た取り組みについて」（令和３年３月26日付け消防救第94号消防庁救急企

画室長通知）で示したところである。 

この中で、当該事業の実施に向けた検討を具体的に促す枠組みとして、

メディカルコントロール協議会についても触れているため、特に当該事業

の未実施地域におかれては御留意いただきたい。 

 

 

 

 



 

（参考） 

○「令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書」（令和３年３月） 

 https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/post-57.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 消防庁救急企画室 

担 当 小塩専門官、堤係長、市川事務官、小渕事務官 

TEL 03-5253-7529  

FAX 03-5253-7532 

E-mail：kyukyusuishin@soumu.go.jp 

mailto:kyukyusuishin@soumu.go.jp


別添 

   

メディカルコントロール体制の評価指標（例） 

（１） 

救急救命士等の 

観察・処置の質 

を保障する体制 

の評価 

・地域メディカルコントロール協議会の所管内で行われた

特定行為のオンラインでの指示要請について、連続した

50 回又は年間の指示要請件数の８％のうち多い方におけ

る、１回目の連絡が不通であった件数・割合 

・地域メディカルコントロール協議会の所管内で行われた

特定行為のオンラインでの指示要請について、連続した

50 回又は年間の指示要請件数の８％のうち多い方におけ

る、発信から指示医師につながるまでに１分以上要した

件数・割合 

・指示医師に対する教育・研修の年間実施回数 

・特定行為（特定行為器具による気道確保、静脈路確保、薬

剤投与等）の年間実施件数・割合（※１） 

・特定行為（特定行為器具による気道確保、静脈路確保、薬

剤投与等）の年間成功件数・割合 

・事後検証結果を消防本部内にフィードバックしている消

防本部割合 

・救急救命士に対する再教育（２年間 128 時間以上）を実

施できている消防本部割合 

（２） 

消防機関による

傷病者の搬送及

び医療機関によ

る当該傷病者の

受入れを迅速か

つ適切に実施す

る体制の評価 

・初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、医療機関

に受入れ照会を行った回数ごとの件数（※２） 

・初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、現場滞在

時間区分ごとの件数（※２） 

・検証結果を定期的に地域メディカルコントロール協議会

に報告している消防本部割合 

（３） 

病院前救護の 

アウトカム評価 

・心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率 

・心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率 

※１ 特定行為の実施件数・割合は、地理的要因や地域のプロトコル等の影響が

大きいことに留意。 

※２ 地域によっては、初診時傷病程度とともに、救急現場の緊急度判定結果を

用いることも考えられる。 
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